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Ⅰ
　
はじめに
　
浮浪あるいは貧民に対する支配権力の介
入は、特に近代において効率的な人的資源の運用を意図した住民管理技術の進展に伴って強化されてきたとされる。エジプトでは、歴史上貧民対策は相対的に政府よりも個人によって担われてきたが［
Sabra 
2000 ：
32 ］ 、近代に入って同様の傾向があ
らわれる。一九世紀 貧民問題に対するエジプト政府の対応 つい 論じた
E
ner
［
1999 ：
339 ］は、イギリスによる軍事占領
（一八八二～一九一四年）の下で、これまで以上に厳格な政府による監視と処罰の体系が彼らに対して用いられるようになるとともに、雇用機会の創出によ 問題解消の試みがなされたと示唆し いる。確かに、後でふれるように一九世紀中葉以降、無産農民の増加や人口の流動性の高まりを背景とした浮浪・貧民問題 発生は政府が直面した大きな社会問題であったが、彼女の分析の焦点はまさにその一九世紀中葉 置かれており、イギリス占領時代に関する彼女
の示唆は必ずしも実証的な分析に基づいたものではない。　
このような示唆をするさいに彼女が論拠
として言及しているのは、
T
ollefson ［
1999 ：
67 ］もそれによって政府による浮浪者への
統制が強まったと評価する一八九一年七月に出された浮浪者と武器所持に関する勅令であった［
M
A
A
D
 1892 ：
150 ―
55 ］ 。本稿
は、この勅令の再検討を通じて、近代エジプトの支配権力がとった貧民問題への対応と、それが彼ら 及ぼし 効果について検証しようとするも である。なお、この法律は、史料中で言及される いには ばしば「浮浪者法」 （
Q
ānūn al-M
utasharridīn ）
と表記されており 本稿で 以後はそのように表記する。　
ところで、政府提案によるこの法律
は、修正を加えられたうえで成立している。すなわち、法案起草時の政府の意図を検討するうえでは、その原案の条文への注目が不可欠の要件 なる。当時の法案は全て立法諮問議会（
M
ajlis Shūrā 
al-Q
aw
ānīn ）への諮問を経ることが定
められており、その議事録を参照する
ことによって、法案にこめられた政府の意図 法案に修正が加えられた経緯について把握することが可能となる
。
それと同時に、その修正 、浮浪者法の実効性にどのような変化を与えたのかについても検討していく。Ⅱ
　
近代エジプトにおける「浮浪」 問題発生の背景
　
後にフランス皇帝となるナポレオン・ボ
ナパルトの侵攻による混乱を経た一九世紀初頭のエジプトでは、首都カイロの民衆からの支持を背景にオスマン帝国スルタンによってエジプト総督 任ぜられたムハンマド・アリー
M
u
ḥam
m
ad ʿA
lī （位一八〇五
～四八年）の統治が行われていた。いわゆる「富国強兵」政策を推進した彼の事業は、当然ながらそれを支える巨額の財源を必要としたが、彼は 農業に求めた。なぜなら、当時から近年にいたるまで、エジプトの国内産業の中心的存在は農業であり、国富の主たる源泉であったためである。　
ヘロドトスの 「エジプトはナイルの賜物」
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英占領下のエジプトにおける治安行政と          浮浪者問題
 ―一八九一年「浮浪者法」の分析から
　
勝沼
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という言葉を持ち出すまでもなく、エジプトの農業を語る上では、大河ナイルを外すことはできない。毎年定期的に氾濫するナイルが耕作地に運ぶ豊富な水と肥沃な土が、エジプ 支えていたことは間違いない。しかし、いかにナイルの恵みを受けようとも、耕作には労働力が必要であり、実際に耕す者がいなければ土地から収穫を得ることはできない。一九世紀 通じてほぼ慢性的な労働力不足であったエジプトの状況を受けて、ムハンマド・アリーは農業生産に必要な労働力を確保するため、適切な農村人口の維持・管理のための政策を実施していく。加藤［一九九三］によれば、それは耕作と納税の主体である農民を各自特定の村落に様々な法的規制によって縛り付け、自由な移動を禁じて耕作と納税を義務付ける土地緊縛政策 も呼ぶべきものであった。　
具体的には、一八二九年に導入された通
行許可証（
tadhkirat m
urūr ）制度によっ
て、領域内 自由な移動を厳しく制限したほか
、一八三〇年に制定された近代エ
ジプト最初の刑法とも言われる「農業法」（Q
ānūn al-F
ilā ḥa ）によって、耕作地放棄
に対する罰則が定められるなどした。しかしながら、農民に対しては徴税義務に加え、徴兵、賦役への動員など、様々な経済外的強制が課せられていたた 、その過重な負担から逃れるための大規模な逃散などによる耕作地の放棄は後を絶たなかった。耕作地の放棄によって生じ 税 滞納は同じ村落の他の農民に強制的に負担させる
ことによって解消されることとされていたが
、農業労働力の減少自体を嫌った政府
は、原籍地の村落を離れた農民たち、すなわち離村者たち（
m
utasa ḥḥibūn ）を追跡・
捕捉し、強制的に帰村させることで、労働力の確保に努めた。　
一方でこのような離村者の増加は、同時
進行する村落有力者による土地の集積という現象をもたらした。土地国有原則を採るムハンマド・アリーの政権下において本来違法であったこうした土地集積が、彼の治世末期に行なわれた一連の土地立法によって追認されるにおよんで、多く 農民が合法的に土地を剥奪されることになった［加藤
 一九九三：四五六］ 。結果、多く
の無産農民が生み出 、一八七〇年代には農村人口の三分の一を無産農民が占めるまでになっていたという［
O
w
en 1969 ：
148 ］ 。こうした展開に加えて、人口圧の
高まりによって農村に滞留した余剰労働力は、一部は移動労働者（
tarā ḥīl ）として
労働 市場に吸収されるなどしたが［長沢
 一九八〇］ 、一部は都市に流入して貧民
層を形成した。同時に、名実共に耕作者としての役割を期待されなくな た無産農民たちに対する政府の視線も変化することになる。一九世紀中葉以降 「離村者」という語に代わっ 「職を持たず徘徊する（ashkhās dā ʾirūn bi-dūn ṣinā ʿa ）という語
が史料中に頻繁に登場するようになったほか、従来は農民の土地緊縛政策に基づいて、離村者を捕捉した場合はそ 原籍地へと強制送還する、いわゆ 「人返し」的
策が実施されていたのに対し、彼らに対する就職の斡旋あるいは職業訓練機会の提供が試みられるようになったと言われている［E
ner 1999 ：
334
―
35 ］ 。また、都市の環境・
衛生維持の観点から、主に身体に障害を抱える貧民を対象に、救貧院への収容がカイロやアレクサンドリアといった大都市では行なわれていた［
E
ner 2003 ］ 。しかしなが
ら、一八七六年に財政破綻 いた エジプト政府の財政悪化に伴い、イギリスによる占領が開始されるまで は政府による救貧事業はすでにその規模を縮小していった。Ⅲ
　
審議過程における浮浪者規定の変容
　
立法諮問議会における浮浪者法の原案に
ついての審議は、一八九一年六月一七日に始められ、二一日まで行なわれた。原案は全五章（全二五条）から構成さ 、それぞれ浮浪者
m
utasharridūn: 第一～
二条） 、不審者（
ashkhās al-m
ushtabah fī 
a ḥw
āl-hum
: 第三～八条） 、警察による観察
処分（
m
ulā ḥa ẓat al-būlīs: 第九～一七条） 、
武器の所持（
ḥam
l al-asli ḥa: 第一八～二二
条） 、一般規則（
a ḥkām
 ʿum
ūm
īya: 第二三
～二五条）を扱うものであった。審議は、第一条から各条文ごとに行なわれ、政府側の代表と質疑を重ねた上で、条文ごと 採決を行なう、というかたちで進められた。議員たちとの質疑にさいして、政府の代表として答弁に立ったのはイギリス人の法務省顧問スコット
John Scott
という人物で
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あった。イギリスによるエジプト占領体制は、軍事力を基盤とし、占領以前の体制を基本的に維持しつつ、要所にイギリス人官吏を配するという間接統治であったが、彼の就任によってエジプト法務省はイギリスの影響下に置かれたとされており［
T
ignor 
1966 ：
131
―
32 ］ 、当時の法務行政におけ
る事実上の最高責任者であったといえよう
。
　
採決は、出席議員による多数決で行なわ
れ、そのさい原案の修正が求められ こもあった。以下では、原案 内容 基づいて、政府がこの法案を作成した意図 あきらかにするとともに、どのような修正が加えられたのか、そこにいかなる議会側 意思が反映されていたのか ついて検討するために、修正が求めら た条文について審議に特 焦点を当 述べる とにする。具体的には、 「浮浪者」の定義 罰則規定に関する部分である。１
　
法的範疇としての「浮浪者」
　
第一条は、 「浮浪者」の定義について規
定している。原案によれば、 （一）住所不定で、生活手段を持たず、仕事に就かず無職の者 （二）賭博や占いや占星術を生業としている者、 （三）壮健（
aqw
iyā ʾ al-
binya ）な乞食（
sha ḥḥādhūn ）の三者が、 「浮
浪者」として定義されていた
。なお、以
上のような人間集団が身を置く状況を「浮浪」 （
tasharrud ） とみなし、 彼らを 「浮浪者」
（
m
utasharridūn ）として一括して取り締
まりの対象としたのは、この浮浪者法が初
めてであると思われる。例えば、一八四五年制定の「ムハンマド・アリー法令集」（Q
ānūn al-M
untakhabāt ）には、一八一〇
年制定のフランス刑法の規定をほぼそのまま利用した乞食に関する規定があるが［Jallād 1890
―
96: vol. 3, 375 ］ 、 そこでも「浮
浪」あるいは「浮浪者」といった表現は用いられていな
。また、浮浪者法の制定
とほぼ同時期に刊行されたシリア出身の法律家ジャッラード
F
. Jallād
による著名な
法令集である『行政・司法事典』 ［
Jallād 
1890
―
96 ］にも、 「浮浪」あるいは「浮浪者」
という項目は存在しない
。
　
第一条の審議にさいしての議員たちか
らの反応は、特に（三）の乞食に関する条文に集中したが、その具体的な内容は二つに大別される。それは、取り締まりの対象から外れた乞食 ち すなわち身体障害を持つ乞食たちが受ける処遇に関する質問と
、取り締まりの対象となる乞食をよ
り限定することを求める修正要求であった［M
M
M
SQ
 1892 ：
45
―
46 ］ 。
　
例えば、アフマド・アファンディー・マ
ルズーク
A
ḥm
ad A
fandī M
arzūq
は「路上
で物乞いを行い、施しを求めて大衆を煩わす者」という文言を原案の規定に追加するよう求めた。また当時のエジプトの最高ムフティー（
m
uftī al-diyār al-m
i ṣrīya ）で
もあったムハンマド・アッバースィー・アル
=
マフディー
M
u
ḥam
m
ad ʿA
bbāsī al-
M
ahdī は、 「手仕事に就くことが出来るに
もかかわらず、物乞いを自らの職業としている者」という文言を加えるよう求め 。
　
これらの意見に対して、スコットは取り
締まりの対象となる乞食はまさにそのような者たちであるので、文言の追加は必要無いのではないかという答弁を行なったが、 発布時に第一条の条文は「公道（
ṭuruq 
ʿum
ūm
īya ）での物乞いを常とする壮健で
労働に従事できる乞食」という文言に書き改められた。 「公道」が具体的にどこを指すのかは必ずしも詳らか が、この規定からは、浮浪者法が 以外での乞食行為に関して 容認していたと解釈することが可能である。ここで想起される は、アフマド・アミーン
A
ḥm
ad A
m
īn
がその
著書『エジプトの慣習・伝統・表現辞典』の「乞食」 （
sha ḥḥādhūn ）の項目で指摘し
ている、モスクやウィラーヤなどの門前で物乞いをしていた者たちの存在である。彼によるとカイロの下町にあるサイイダ・ゼイナブ
al-Sayyida Z
aynab
のモスクと下エ
ジプトの都市タンターにあるサイイド・アル
=
バダウィー
al-Sayyid al-B
adaw
ī のモ
スクの乞食たちが特に執拗に施しを求めることで有名であったという［
A
m
īn 2002 ：
258
―
59 ］ 。
　
また、
B
aer ［
1964 ］が指摘するような、
乞食の同職組合の存在も考え合わせ 、同職組合の統制外にあった乞食を主対象した法規定であると解釈することが可能であるかもしれない。乞食の組合が一九世紀末において 存続していたならば、新たに貧民化した無産農民たちは、その組合 統制外の存在として在っただろう。浮浪者法の法案に対して質問に立 立法諮問議会
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の議員たちが、乞食を全て浮浪者として取り締まりの対象にする原案に対して示した反対意見の背後には、同職組合を通 政府の統制下に入っている あるいは現実には統制外であったとし も彼らがそう見なしている乞食たちをも取り締まりの対象とすることへの危惧があったのではないだろうか。その意味では、議員 ち 修正提案からは当時の現地社会の支配層 間では保坂［一九九四］が指摘するような、仮に障害を抱えていない乞食であっても、そ 存在を許容するよ 認識が未だ存在していたと考えることができよう。２
　
浮浪者への罰則規定
　
では、 「浮浪者」とみなされたこのよう
な人々に対して、どのような対応が想定されていたのだろうか。続いて第二条では、彼らに対する罰則規定が示されている。エジプト人である場合は、一～三ヶ月の禁固刑（
ḥabs ）か二～五年の警察による観察処
分、あるいは政府の定めた場所への追放刑（nafī ）を科すことを認めていた。再犯の
場合は、さらに罰則が強化され、最高二年の禁固刑か最高一〇年の観察処分あるいは追放刑が科せられる。外国人である場合国外 放処分が科せられることとされていた。　
このような原案の罰則規定をめぐって、
政府と議会の意見は鋭く対立した。例えばマフムード・ベイ・フサイン
M
a ḥm
ūd B
ik 
Ḥ
usayn
は、エジプト人条項の撤廃のほか、
「浮浪者」に対するこのような罰則規定は
厳格すぎるとして、全体的な罰則の緩和を求めた。具体的に彼は第一条の（二）に関しては初回から収監の対象とすることを認めたが、 （一）と（三） 、すなわち住所不定者と乞食に関しては初回は警告（
indhār ）
を与えるにとどめ、再犯であることが発覚したさいに初めて収監の対象 す 、さらに一五～四五日とその刑期を短縮することや、観察処分の期間に関しても大幅に短縮することなどを柱とした修正案を提示している［
M
M
M
SQ
 1892 ：
46 ］ 。
　
これに対して、スコットはエジプト人条
項の撤廃には同意したものの、増加の一途をたどる犯罪件数を根拠として緩刑化は拒否した［
M
M
M
SQ
 1892 ：
46 ］ 。スコッ
トの答弁に従えば、殺人（
qatl ） ・傷害致
死・強盗（
sa ṭw
） ・窃盗（
surqa ）の発生
件数は合計で八八四件（一八八八年）から一二五一件（一八八九年） 、二 六九件（一八九〇年） へと急増しており ［
M
M
M
SQ
 
1892 ：
46 ］ 、彼にとっては「浮浪者」たち
こそが「公共の秩序にとって害悪」
ḍarar 
bil-niẓām
 al-ʿum
ū
m
ī ）であり［
M
M
M
SQ
 
1892 ：
45 ］ 、犯罪発生の「主要な源泉」 （
al-
yanbū
ʿ al-a ṣlī ）なのであった［
M
M
M
SQ
 
1892 ：
47 ］ 。
　
こういった政府の認識を示すかのよう
に、原案における「浮浪者」に対する罰則規定は第二章で扱われている不審者に対するそれと比べてはるかに厳し ものであった。不審者 は、 （一）窃盗あるいは詐欺（na ṣb ）の罪で裁かれた者、 （二）警察の観
察処分下にある者、 （三）正当な口実も無
く、日没後に村々（
nāhiya w
a ʿizba ）や街
（
balda ）の周辺やその他のあやしげな場所
に潜み、徘徊している人々と規定されていた（第三条） 。彼らに対しては（三）にあたる人々が再犯か三人以上の徒党を組んでいた場合、逮捕のうえ送検され、浮浪者たちと同等の刑が科せられたほか、火器を所持していた場合には最低六ヶ月の禁固刑が科せられたなど、 （第四条
） 、特定の条件
の下で彼らを罰する規定 設け てはいたが、不審者であるというだけでは処罰を受けることはなかっ 。　
発言した議員たちの多くが、浮浪者に
関する罰則規定 緩和を支持した背景には、彼らの存在自体を治安上の脅威と考え、監獄への収監によって社会 ら隔離しようとする政府 姿勢 対する違和感があった。例えば、タラバ・ベイ・サウーディー
Ṭ
alaba B
ik Ṣa ʿūdī は、審議の過程
で「浮浪者」たちの存在が強盗や殺人といった重犯罪の温床になっているとのスコットによる再三の主張に対して そ ような者はごく一部に過ぎないと反論し る［M
M
M
SQ
 1892 ：
 47 ］ 。彼ら議員たちは、
むしろ外国人（
ajānib ）や遊牧民（
ʿurbān ）
などがそうした犯罪の担い手であると考ていた
。
　
しかし、浮浪者に対するこのような政府
の対応は、彼らを社会から隔離することのみを目的とするものではなかった。当時の現行刑法である一八八三年制定の刑法の規定（第四四条）に従えば、禁固刑とは懲役刑（
sajn ）と異なり、 「罪人を判
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決に定められた全期間を通じて政府の監獄（
m
a ḥābis ）の一つに留置すること」で
あった［
Q
U
 1308 A
.H
.: 12 ］ 。ゆえに禁固
刑は労働義務を伴わないので、この規定に従えば、浮浪者に対する処置は単に社会からの隔離、排除ということになる。ところが、浮浪者法が審議されたのと同時期一八九一年六月の立法諮問議会に対して提出された刑法第四四条の改正案 よって、禁固刑の規定の変更が試みられて る。その内容は、 従来 条文に「裁判所（
m
ajālis ）
の法令に従って、罪人を労働させること」という一文を加えるものだった［
M
M
M
SQ
 
1892 ：
44 ］ 。すなわち、禁固刑の受刑者に
対しても懲役刑 場合と同様、労働義務が課せられることになったのである。 加えて、第四四条改正案 同時に提案された監獄内規（
lā ʾi ḥa dākhilīya ）の規定では、一ヶ月
以上の禁固刑の受刑者を監獄内での手工業（a ʿm
āl ṣinā ʿīya ）に従事させることが定め
られていた［
M
M
M
SQ
 1892 ：
43 ］ 。
　
ここで、浮浪者法の政府原案における浮
浪者に対する罰則規定を思い起こして欲しい。第二条では、浮浪者に対しては一～三ヶ月の禁固刑が科せられることになっていた。すなわち、内規の規定に従えば、収監され 浮浪者は全員監獄内での労働 動員されることになる スコットも答弁の中でこの規定の対象は浮浪者であると発言しており［
M
M
M
SQ
 1892 ：
44 ］ 、この一連の立
法は浮浪者を社会から隔離するばかりなく、労働へ 動員を通じて職業訓練を施すことを目的としたものであったと考えら
れる。　
このような試みは、その思想的背景は異
なるかもしれないが、未就労の状態を問題視し、その解消によって浮浪問題 解決目指した点で
E
ner ［
1999 ］が一九世紀中
葉のエジプトにおいてその存在を指摘した施策を受け継ぐものであった
。しかし、
この一連の立法によって企図された政策が以前のそれと決定的 異なる点は、浮浪者の隔離と矯正を刑法体系のなかに組み込み、すでに刑罰制度 中核的存在とな ていた監獄を拠点として、継続 行 うことを目指した点にあった
。
　
以上述べてきたように一八九一年の浮浪
者法は、政府原案の時点では「浮浪者」に対する統制の強化を強く意識した法律 して起草されていた。占領開始当初から続く地方における治安の悪化に、彼らが深く関与していると考えた当局は、監獄への収監によって社会から隔離することで治安回復への一助としようとした。彼らに対する主たる罰則は一～三ヶ月の禁固刑であったが、 ほぼ同時に立法諮問議会に提出された、一八八三年刑法の禁固刑に関する規定の改定案によって、禁固刑の受 者 ても労働義務が科されることになった。 さら 、監獄内規の規定に従って、 ヶ月以上の禁固刑に処せられた罪人に対して 監獄内での手工業への動員が認めらた。すなわち、浮浪者法は当初の予定では彼らを社会から隔離する みならず 監獄内での労働を通じて職業訓練ひいては矯正の機会を与え、浮浪者の減少をも意図した
ものであった。そしてこの施策は、浮浪者が無為 徒であるがゆえに危険であるという当局の認識に対応していた。　
しかし、このような当局の意図は、立法
諮問議会での審議を経た結果、議会が決議した修正意見にほぼ準拠し かたちでの修正を余儀なくされ、実現することは無かった。 「浮浪者」の監獄へ 収監は再犯者のみに限定され ほか、その刑期も大幅に短縮された（一～三ヶ月→一五～四五日）結果、監獄内での労働義務は収監された「浮浪者」のごく一部にのみ科せられた 過ぎなかった［
M
A
A
D
 1892 ：
150 ］ 。
　
すでに指摘したように、占領下における
法の制定過程において、立法諮問議会への諮問は義務づけられて たものの、その意見を尊重する必要は政府には無かった。れにもかかわらず、政府が同議会の意見に従った理由は今 ところ詳 かで ない。しかし、その判断に影響を与えたであろう政府側の要因 指摘することはできる。それは、当時の監獄制度 機能不全である。占領の開始 初から、監獄 おける過剰収容の問題に悩まされていた当局は九〇年代を通じて断食月にさいして恩赦を定期的に実施す こと よって過剰収容の解消に努めていた
。そして、そのさいに
しばしば恩赦の対象となったの 刑期が三ヶ月未満の囚人であり、当然のことながら浮浪者法に基づいて囚人となった人々も含まれていた。すなわち、当時の状況下においては浮浪者法を当初の計画通 に施行したとし も、その運用は極め 困難だった
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と思われるのである。実際、すでに早くも一八九三年の時点 、監獄内で受刑者を労働へと動員する規定は事実上空文化していたことが占領当局者によって認識されていた［
H
ouse of C
om
m
ons 1894 ：
28 ］ 。
Ⅳ
　
浮浪者法による新たな治安規制の導入
　
これまで、浮浪者法における浮浪者規定
とその罰則について主に検討してきたが、以下では浮浪者法の別の側面に注目してみたい。浮浪者法は、取り締まるべき特定の対象と罰則を規定するだけではなく、広く治安維持に関わる をも含むも であった。具体的には、観察処分の実施と武器所有の制限である。　
刑期を終えた受刑者をその後も一定期
間監視下に置く観察処分の規定自体 、一八八三年刑法のなかにすで 見ることができるが（第五三条） ［
Q
U
 1308 A
.H
.: 
14 ］ 、それは有期労役（
ashghāl shāqqa 
m
u
ʾaqqata ）と懲役刑の受刑者、すなわち
重罪を犯した者のみを対象としたものであった
。それに対し、浮浪者法第三章原案
にて規定されている観察処分は、誰を対象としたものであったのだろうか。少なくとも条文を見る限り、特に対象は限定されておらず、より多くの罪人を対象とした措置であると考えられる。　
法案段階での条文から、観察処分の具体
的内容は以下のとおりであ 。 は、出所後に居住する予定の郡（
m
arkaz ）が属
する県の警察（
būlīs al-m
udīrīya ）から通
行許可証（
tadhkirat m
urūr ）の発行を受
けたうえで（第九条） 、当該地に送られ警察にて登録簿への氏名の登録（第一三条）と居住許可証（
tadhkirat al-iqām
a ）の発
行を受ける（第一一条） 。日常生活においては、居住許可証は常時携帯し、定期的郡警察に出頭す ことなどが義務付けられたほか、日没より一時間後から翌朝出まで外出が禁じられる（第一 条） 。基本的に郡外への移動は認められ おらず、転居を希望する場合には、居住地の郡警察に書面にて理由や転居先を提出し、 を受けることが義務付けられ（第一五条） 、転居のさいには県警察か 発行された通行許可証を携帯し、転居先の警察で新たな住許可証の発行を受けることとされた（第一六条） ［
M
M
M
SQ
 1892 ：
52
―
53 ］ 。ここ
で注目されるのは、かつては身元保証人というかたちで村長老（
shaykh al-balad ）ら
によって担われた前科者 監視が、警察権力によって直接担わ よう定められている点である。　
それに対して立法諮問議会の議員から
は、定期的な出頭日時に対象者が相応の理由で郡警察まで行くことが きない場合、農村においてはオムダ（
ʿum
da: 村長）や
村長老、都市において街区長（
shaykh al-
ḥāra ）らが郡警察の役割を代行し、警察へ
の報告義務を負うことや、警察が対象者の住居を家宅捜索する場合は、農村ではオムダと第一村長老、あるいはオムダ不在時は村長老二名、都市では街区長と公証人
（
shāhid ）の二名による立会いを義務付け
るといった修正案を提示し、実際に条文に反映された（第一一条、 第一七条） ［
M
A
A
D
 
1892 ：
152
―
53 ］ 。この修正案は、当時公選
制で中央政府の統制が貫徹してはいなかったオムダらを補助的な立場ながらも観察処分に関与させることによって、警察権力が代表する中央政府の権力伸張に一定の制約をかけようとしたものと考えること 可能だろう
。
　
浮浪者法の第四章を構成する、武器所有
の制限もまた、治安維持の権限を集中 せることによる警察権力強化の一環 あった。残念ながら第四章のみ、政府原案の条文が議事録中 記載されていない め、府が当初、武器 所持規制の対象をどこまで広げることを考えていたのかについてあきらかにす は不可能であ 。 だし、スコットの発言からそ 内容をある程度推測することはできる 法案段階において、すでに武器の所持は免許制（
rukha ṣ ）
によることが打ち出されていたが ハフィール（
khafīr: 夜警） 、オムダ、村長老と
いった治安行政の一角を担う役職に就いている者に加え、名士（
dhū al-w
ajāha, al-
m
u
ʿtabar ）が規制の対象外となっているた
め、当初からかなり議会に対し妥協的な提案であったと言うことができ 。この条項の眼目は、特定の人間以外に武器を所持させないことであり、規制の対象は匪賊（
ashqiyā ʾ ）や浮浪者を対象としたもの
であるということが繰り返し強調されている［
M
M
M
SQ
 1892 ：
55, 58 ］ 。最終的に、
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五〇フェッダーン以上の大土地所有者は規制の対象外とすることが条文に明記されるが［
M
A
A
D
 1892 ：
154 ］ 、あきらかにそれ
は立法諮問議会を構成する階層に対する配慮であった
。
　
しかし、そのような譲歩と抱き合わせ
で示された第二三条の規定では、県知事（
m
udīr ） 、市長（
m
u
ḥāfi
ẓ ） 、警察総監
（
m
ufattish ʿum
ūm
 al-būlīs ）の求めに応じ
て、治安の悪化した県、都市、郡、村に対して、一時的な警官や夜警の増員を行なう権限を内務大臣に与えることが定められていた。加え 当該地における武器所持許可を取り消すこともできるとされた。また、治安悪化の原因が当該地の住民にあった場合 増員の費用は彼らに課税されとになっていた［
M
M
M
SQ
 1892 ：
62 ］ 。こ
の条項は、武器規制 末端まで貫徹できい現状において、補完的な役割 果たすものであった いえるが、議会 反対によってこ 条項は廃止され 。Ⅴ
　
おわりに
　
これまで行なってきた浮浪者法の審議
過程についての検討を通じて、この法律は（一）社会の下層・周縁に位置し、潜在的な犯罪者とみなされた人々を予防的に監獄へと収監したうえで、労働への動員を通じて矯正し、 （二 出所後は前科者とし警察権力による観察処分の実施によっ 徹底的に監視することで統制下に置く一方、（三）武器、特に銃器の所有を制限するこ
とで社会における武力の遍在という状況を是正することを通じて、警察権力に武力を独占させ、治安の維持を容易にすることを目的とした総合的な治安立法となりう 可能性を持っていた。たしかに、浮浪者法が原案どおりに制定されていたならば、その実施を裏付ける強力な警察権力が必要であるという前提はあ ものの、冒頭で触れたE
ner ［
1999 ］が示唆したように、そこに
イギリス占領下における社会統制の強化を見出すことは可能であったかもしれ い。そもそも一八九〇年代とは、一八八〇年代における分権的支配体制を占領当局が転換させ、内務省・法務省の実権 掌握し、占領の永続化を目的として中央政府の権力をエジプト全土に貫徹させようとし始める時期でもあった［
T
ollefson 1999 ］ 。
　
しかし、実際には立法諮問議会での審議
を通じて、浮浪者法は、特に （一） （三）点で大幅な後退を余儀なくされた。浮浪者を収監しようとする試みは断念を余儀なくされ、武器の所持規制に関して そも対象が限定されていたうえ、治安要員の一時的な増員による治安強化を可能とする規定も廃止されてしまった。 ずれにせよ、仮に当初の計画通りの法規定が導入されたとしても、浮浪者に対する厳格な管理 行なううえで必要不可欠な監獄や警察 どいった制度上の不備が制約となっていたに違いない。　
統計資料から判断しても、イギリス占領
下における浮浪者法に基づく取り締まりは彼らの生活にあまり影響を及ぼさなかっ
たように見える。やや時代は下るものの、一九〇六年の監獄局による年次報告に付された統計には囚人を罪状ごとに分類した表があるが、浮浪者法違反で一九〇五年中に監獄に収監され 者の数は合計でわずか三四一名にすぎない［
P
risons D
epartm
ent 
1906 ：
 76
―
77 ］ 。対して
E
ner ［
1999 ：
 334 ］
は、一八六二年 七二四名の浮浪者が捕らえられ 軍隊に送られた記録があること指摘している。　
立法諮問議会が浮浪者法の政府原案に大
幅な修正を要求した背景 は、乞食に関する条文の規定に対する修正意見の提出が象徴的に示しているように 貧者に対する規制強化を伴う法律に対する抵抗感があった。それに加えて、議員たちの政治的利害にひきつけて考えるならば、そこからは中央政府（
=
占領当局）の管理的権力への不
信・警戒がかいまみえ 。武器の所持規制に関する規定にお て、最終的には彼らを規制の対象外とするという規定が設け れることになったが、それは当時の彼らが置かれた状況と大きく関係して た。一九世紀末は彼ら地主層に対する農民らによる武力行使が頻発している時期でもあり［バラカート
 一九九一：五六
―
五九］ 、自衛の点
から武装解除を彼らが受け入れられ 状況ではなかったのである。また、非常時の治安要員の臨時増員 規定に反対する中で、議員の一人が地域住民の自衛の権利を主張したことは［
M
M
M
SQ
 1892 ：
63 ］ 、中央の
介入を拒否しようとする姿勢 反映であった。いずれにせよ、立法諮問議会 修正提
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案に占領権力が応じた事実自体、占領権力と現地社会の支配層との間における双方向的な交渉の存在を示唆するもので興味深い。そしてそれこそが、浮浪者法の制定にさいして政府が当初意図していたものを大きく後退させることになった。　
マムルーク朝カイロにおける救貧につい
て論じた
Sabra ［
2000 ：
4, 61 ］は、当時の
支配権力によってな れた貧民問題へ 介入は散発的なものにすぎず、その効果も乏しいものが多かっ と指摘 いる。前近代のそれに比し 、近代の支配権力の影響力の強さを無条件に導き出す向きもあることだろう。本稿は、そうした認識とは距離を置きつつ、浮浪者法 成立過程とその社会への影響を検討することで、近代エジプトの支配権力による貧民政策について再検討を試みた。
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M
M
SQ
 1892 ：
 49 ］。
（
10）
治
安
の
悪
化
に
対
す
る
遊
牧
民
の
関
与
は、
ほ
か
な
ら
ぬ
占
領
当
局
に
よ
っ
て
も
強
く
意
識
さ
れ
て
い
た［
H
ouse of 
C
om
m
ons 1892 ：
 27 ］。
（
11）
ス
コ
ッ
ト
は
答
弁
に
お
い
て
再
三
に
わ
た
っ
て、
未
就
労
者
を
問
題
視
す
る
発
言
を
行
な
っ
て
い
る。
例
え
ば、
［
M
M
M
SQ
 1892 ：
 44, 47 ］を参照。
（
12）
Peters ［
2002 ］
に
よ
れ
ば、
一
九
世
紀
中
葉
に
お
い
て
身
体
刑
に
代
わ
っ
て
自
由
刑
が
主
た
る
刑
罰
と
な
る
に
伴
っ
て、
罪
人
の
処
遇
は
監
獄
へ
の
収
容
が
一
般
的
と
な
っ
た。
し
か
し、
彼
は
当
時
の
監
獄
制
度
に
お
い
て
受
刑
者
の
矯
正
を
目
的
と
す
る
よ
う
な
制
度
的
特
徴
は
見
ら
れ
な
か
っ
た
と
指
摘
し
て
い
る。
な
お、
占
領
下
の
エ
ジ
プ
ト
に
お
け
る
監
獄
制
度の変容については、
［勝沼
 二〇〇七］
を参照のこと。
（
13）
一
八
八
九
～
九
七
年
間
に
お
い
て
毎
年
断
食
月
の
直
前
に
恩
赦
が
実
施
さ
れ
て
お
り、
そ
の
対
象
に
は
多
く
の
場
合
で
刑
期
が
三
ヶ
月
以
内
の
短
期
服
役
囚
が
含
ま
れ
て
い
た。
M
A
A
D
［
1896 ：
 50; 1897 ：
 110; 1898 ：
 57 ］［
Jallād 
1890 ―
96 ：
 V
ol. 3, 271-73 ］などを参照。
（
14）
一八八三年刑法においては、
犯罪は
「重罪」
（
jināya ）
「
軽
罪
」（
junaḥ ）「
違
警
罪
」（
m
ukhālifa ）
の
三
つ
の
範
疇
に
分
け
ら
れ
て
い
た（
第
二
条
）。
有
期
労
役
と
懲
役
は、
重
罪
に
対
し
て
科
さ
れ
る
刑
罰
で
あ
っ
た（
第
三
条
）。［
Q
U
 
1308 A
.H
.: 5 ］を参照。
（
15）
し
か
し
そ
の
後
間
も
な
く、
一
八
九
五
年
に
オ
ム
ダ
も
中
央
に
よ
る
任
命
制
に
切
り
替
わ
る。
こ
れ
に
つ
い
て
詳
し
く
は［長沢
 一九九四：
 一五八―六〇］を参照。
（
16）
五
〇
フ
ェ
ッ
ダ
ー
ン
以
上
の
土
地
所
有
者
と
い
う
の
は、
事実上、
立法諮問議会の議員の選出資格の一つであっ
た。
「組織法」第一四条を参照［
Jallād 1890-96: V
ol. 3, 
379 ］。
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